ナノ テク ノロ ジー 事業 化 と デス バレ ー 現 象 


Nanotechnology Commerdialization and Valley-of-Death Phenomenon 


要旨 

ナノ テク ノロ ジー( 以下 、 ナ ノ テク と 略す) に よ 
る 21 世紀 の 日 本 の 新た な 産業 創出 が 期待 され て い 
る 。 そ の 背景 に は 、 ナ ノ テ ク は 基盤 技術 で ある が 故 
に 広範 な 分 野 で 次 世代 の 産業 や 社会 に 大 き な 影 響 を 
与え る 、 基 礎 研 究 分 野 に お いて 我が国 が 国際 的 に 見 
て 比較 優位 と 認識 され て いる 点 等 を 挙げ る 事 が 出来 
る 。 

本 事例 研究 は 、 ま ず 優 れ た 先端 科学 技術 を 十分 に 
事業 化 へ と 繋げ る 事 が 出来 な い 状態 で ある デス バレ 
ー 現 象 に 関す る 先行 研究 を 概観 する 。 ナ ノ テ ク に お 
ける デス バレ ー 現 象 を 詳細 に 検討 する た め 、 先 端 科 
学 技術 の 事業 化 ま で の 段階 を 、 基 礎 研 究 段 階 、 製 品 
開発 段階 、 事 業 化 段 階 の 三 つ に 分 類 し 、 ナ ノ テ ク の 
製品 開発 段階 に お ける デス バレ ー 現 象 と その 要因 に 

つい て 質問 票 調 査 を も と に 検討 する 。 そ の 上 で 、 ナ 
ノ テ ク の 製品 開発 段階 に お いて は (1) 資 金 面 の 問題 、 
(2) 外 部 と の 連携 の 問題 、(3) ビ ジョ ン の 描出 ・ 需要 の 
コン セプト 化 の 問題 が 、 主 要 な デス バレ ー 要 因 と し 
て 認識 され て いる 事 を 明らか に する 。 最 後に 、 ナ ノ 
テク 事業 化 の 方 向 性 と 求め ら れる 公 的 支援 策 に つい 
て 論じ る 。 
キー ワー ド : ナノ テク ノロ ジー、 デ スバ レー、 事 業 
化 、 製品 開発 、 資金 問題 、 外 部 連携 、 ビジ ョ ン 描出 、 
需要 表現 


Abstract 

Many experts predict nanotechnology to 
become one of the leading new industries in 
Japan in the 21 century. There are several 
reasons why nanotechnology is attracting 
attention in Japan: (1) nanotechnology is a 
fundamental technology and as such has a big 
influence on the existing industry and sody; (2) 
in the fields of fundamental nanotechnology 
researdh, J apan is seen as having a comparative 
advantage internationally. 


奈良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 桐 畑 哲也 


In this pape, | examine the concept of 
valley-of-death phenomenon, i.e. the state in 
which even superb basic researdh cannct easily be 
commeraalized. To examine the valley-of-death 
phenomenon of nanotecdhnology in detail, | 
dassify the process for commerdalization into 
three stages: basic research stage, development 
stage and commerdalization stage. The cause of 
valley-of-death at the deveopment stage of 
nanotechnology is discussed based on a 
questionnaire survey of nanotednnology 
businesses. This survey reveals that “funding” 
“external collaboration” and “extracting visions 
and conceptualizing demand (market)” are the 
main causes Of valley-oFdeath at the deveopmert 
stage Of nanotechnology. 

Finally, | condude with some poioy 

recommendations about the commerdalization of 
nanctednnology, espedally with regards to 
“funding" and "external collaboration". 
Key words: Nanotednnoogy, Valley of Death, 
Commerdalization, Deveopment 。 Finanqno, 
External Cooperation, Extrading Visions, 
Conceptualizng Demand 


1 ナノ テク 事業 化 へ の 期待 


21 世紀 の 我が国 の 新 産業 創出 の 起爆 剤 と し て 、 ナ 
ノ テ クノ ロジ ー リ ) ( 以下 、 ナ ノ テク と 略す ) に 期待 
が 集まっ て いる 。 政 府 は 、2002 年 12 月 『「 産業 発 
掘 戦略 - 技術 革新 」4 分 野 に 関す る 戦略 』 を 発表 し 、 
ナノ テク ノロ ジー・ 材料 分 野 を 「 国際 市 場 で 競争 力 
を 有する 将来 の 日 本 の 主要 産業 に 育て て いく 事 が 重 
要 で ある (内 閣府 経済 財政 褒 問 会 議 (2002A)、 p.2)」 と 
指摘 する と 共に 、 ナ ノ テ ク 関 連 産業 の 国内 市 場 規 模 
は 、 2010 年 に は 20- 26 兆 円 に 達する と 予測 し て い 
る ( 内 閣府 経済 財政 論 問 会 議 (2002B)、 p.4) 。 また 、 
日 本 経済 団体 連合 会 は 、2002 年 11 月 に 発表 し た 提 
言 『 ナノ テク が 創る 新 産業 -n-Plan2002-』 の 中 で 、 


JAPAN VENTURES REV EW Nb. 5 Novener 2004 73 


「 ナノ テク ノロ ジー に 関す る 優れ た 研究 成果 を 発掘 
し 、 産業 に つなげ て いく た め の 取 組み が 重要 で ある 」 
と 述べ 、 産 業界 と し て ナノ テク 事業 化 へ の 取組 み の 
強化 を 提言 し た 。 

新た な 産業 創成 の 起爆 剤 と し て 、 我 が 国 で ナノ テ 
ク が 注目 され る 理由 は 、 大 きく 三 つ あ る で あろ う 。 
第 一 ナノ テク ノロ ジー は 基盤 技術 で ある が 故に 、 
広範 な 分 野 で 次 世代 の 産業 や 社会 に 大 き な 影 響 を 与 
える ( 経済 団体 連合 会 ( 2000) ) 」 点 で ある 。 この 
た め 、 既に 30 カ国 以上 の 国々 が 、 ナ ノ テ ク に 関す る 
国家 レベ ル の 研究 開発 プロ グラ ム を 策定 し て お り 、 
近年 、 各 国政 府 の 研究 開発 支出 の 伸び は 著しい 。 例 
えば 米国 で は 1997 年 に は 1 億 240 万 ドル だ っ た 政 
府 の 研究 開発 支出 が 2000 年 に は 2 億 9300 万 ドル に 
増加 し て いる 。 ま た EU で は 1997 年 か ら 2000 年 に 
か け て 1 億 1440 万 ド ル か ら 2 億 1050 万 ド ル に 増加 、 
我が国 で は 9350 万 ド ル か ら 1 億 8990 万 ドル に 増加 
し て いる (OECD(2003),pp.44-45)。 

第 二 の 理由 は 、 基 礎 研 究 分 野 に お いて 、 我 が 国 が 
国際 的 に 見 て 比較 優位 に ある と 認識 され て いる 点 で 
ある 。 経 済 団体 連合 会 ( 2000) は 「 この 10 年 来 、 
ナノ メー ト ル と いう 原子 、 分 子 レ ベル の 微細 な 世界 
の 技術 を 扱う ナノ テク ノロ ジー の 基礎 的 研究 開発 を 
進め て お り 、 そ の 水準 は 世界 の トッ プレ ベル に ある 」 
と 指摘 し て いる 。 ナ ノ テ ク 関 連 の 科学 論文 数 を 見 て 
も 、 我 が 国 は 米国 に 次 いで 2 位 と な っ て いる 
( OECD(2003), p.44) 。 

最後 に 、 我 が 国 の 製造 業 が 中 国 、 韓国 等 の 台頭 で 、 
高 付加 価値 の 製品 を 指向 せ ざ る を 得 な く な っ て いる 
点 を 挙げ る 事 が 出来 る 。 テレ ビ 、VTR 等 、 か つて 我 
が 国 が 世界 市 場 シ ェ ア で トッ プ で あっ た 製品 に お い 
て も 既に 中 国 が 世界 一 と な っ て いる 製品 は 数 多い 。 
我が国 の 製造 企業 に お いて は 、 ナ ノ テ ク を 活用 する 
事 で 、 中 国 、 韓 国 等 の 追従 を 簡単 に 許さ な い 、 高 い 
技術 力 を ベー ス と し た 高 付加 価値 の 製品 を 開発 せ ざ 
る を えな いと の 認識 が 強まっ て いる 。 


2 先端 科学 技術 事業 化 に お ける デス バレ ー 


ナノ テク に 代表 され る 先端 科学 技術 の 事業 化 お い 
て は 、 事 業 化 まで に 乗り 越え な けれ ば な ら ない 様 々 
な 困難 が 存在 する 。 こ うし た 困難 さ 故 に 、 優 れ た 先 
端 科学 技術 を 十分 に 事業 化 へ 繋げ る 事 が 出来 な い 状 
態 が 散見 され 、 デ スバ レー 現象 と 呼ば れ て いる 。 本 
事例 研究 で は 、 ま ず デ スバ レー 現象 と その 要因 に 関 
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する 先行 研究 を 概観 する 。 


2 1 デス バレ ー 現 象 と その 要因 

デス バレ ー 概 念 の 起源 は 、 米 国 の 製造 業 が 圧倒 的 
な 優位 性 を 失い 、 産 業 競争 力 低下 が 深刻 化し た 80 
年 代 に 遡る 事 が 出来 よう 。Dertouzos, Midhael L., 
Robert M. Solow, and Robert Lester (1989) は 、「 米 
国 は 科学 に お ける 活動 領域 で は 卓越 し て お り 、 新 発 
見 の 数 で 右 に 出る 国 は な い 。 に も か か わら ず 米 国 企 
業 は こう し た 発明 、 発 見 を 基礎 と し て 事業 展開 を 
る 点 で 海外 企業 に 遅れ を と っ て いる ( pp.67-68) 」 
と 述べ た 上 で 「 新 製品 は 機能 面 だ け を 考え て 設計 さ 
れ 、 出 来 上 が っ た 設計 は 製造 部 門 に 対し て 堀越 に 投 
げ 渡 され る ( p.69) 」 と 指摘 し 、80 年 代 の 米国 企業 
に お ける デス バレ ー の 実態 と その 要因 と し て の 部 門 
間 連 携 の 欠如 を 指摘 し て いる 。 Dertouzos 中 
al.(1989) 同 様 、 米 国 企業 が 優れ た 科学 技術 を 十分 に 
事業 化 へ と 繋げ られ て いな いと の 指摘 は この 他 に 数 
多く 論じ られ て いる (Tassey(1999), Ehlers(1998)) 。 

Branscomb and Auerswald( 2001) は 、 デ スバ 
レー 現象 に つい て 「 資金 、 研 究 、 情 報 ・ 信頼 の 3 つ 
の 基本 的 な 相互 に 関係 の ある ギャ ッ プ を 包含 する も 
の と し て 考え る 事 が 出来 る (p.11)」 と 指摘 する 。 
Branscomb and Auerswald( 2001) に よる と 、 資 
金 の ギャ ッ プ と は 、 研 究 資金 と 投資 資金 と の 性 格 の 
違い に 起因 する 。 研 究 開 発 資金 は 、 企 業 の 研究 開発 
資金 や 政府 支援 等 か ら な り 、 先 端的 な 研究 を 主眼 と 
し て いる 一 方 、 投 資 資金 は 製品 や 事業 の 市 場 と し て 
の 有望 性 を 基盤 と し て お り 、 そ の 中 間 段 階 に 資金 の 
ギャ ッ プ が 存在 する 。 ま た 、 研 究 の ギャ ッ プ は 、 現 
実 の 事業 化 の 困難 さと 研究 者 の 事業 化 に 対す る 楽観 
的 な 認識 と の ギャ ッ プ に 起因 する 。 情 報 ・ 信頼 の ギ 
ャ ッ プ は 、 研 究 者 と 投資 家 、 経 営 者 の 養成 過程 、 期 
待 、 利 害 関係 に 起因 する と 論じ て いる 。 


22 事業 化 段 階 の 分 類 と 注目 すべ き 製 品 開発 段階 
先端 科学 技術 の 事業 化 に お ける デス バレ ー 現 象 に 
つい て 、 児 玉 (2003) は 、 適 正 な 科学 技術 政策 立案 の 
た め に は 「 どの 分 野 に どの よう な 形 で 存在 する の か 
の きめ 細か な 調査 を し な けれ ば な ら な い ( p.11) 」 
と 指摘 し 、IT、 ナ ノ テ ク 等 対象 と する 先端 科学 技術 
分 野 毎 、 ま た それ ぞ れ の 事業 化 段階 を きめ 細か く 分 
け て 、 詳 細 に 調査 する 必要 性 を 示唆 し て いる 。 本 事 
例 研究 で は 、 児 玉 (2003) の 指摘 を 踏ま え 、 ナ ノ テ ク 
に お ける デス バレ ー 現 象 を 詳細 に 検討 る た め 、 ま 


ず 先 端 科 学 技術 の 事業 化 段 階 に つい て 検討 する 。 

先端 科学 技術 の 事業 化 段階 に つい て は 様々 な 分 類 
が 可能 で あろ う が 、 本 事例 研究 で は 、 基礎 研究 段階 、 
製品 開発 段階 、 事業 化 段 階 の 三 つ の 段階 に 分 類する 。 
基礎 研究 段階 と は 、 基 礎 科 学 を 特許 等 に 代表 され る 
技術 に 結実 させ る まで の 段階 、 製 品 開発 段階 と は 基 
礎 研 究 の 成果 で ある 有望 技術 を 試作 品 等 の 製品 レベ 
ル に 作り 込む 段階 、 事 業 化 段階 と は 出来 上 が っ た 製 
品 の 販売 を 拡大 し 、 一 定規 模 の 新た な 市 場 を 形成 す 
る まで の 段階 と 理解 する 。 

1 は 、 先 端 科学 技術 の 事業 化 に 取り 組む 製造 業 
へ の イン タビ ュー 調査 等 を も と に 作成 し た も の で あ 
る 。 横 軸 に 時 間 ( t) 、 縦 軸 に は 本 事例 研究 が 定義 し 

こ 三 段階 の 主要 経営 課題 と その 経営 課題 吉 服 の た め 
に 必要 と する 経営 資源 投入 が 当該 事業 の 全 投 入 経営 
資源 投入 に 占め る 凡そ の 割合 を 示し て いる 。 基 礎 研 
究 段 階 に お いて は 、 特 許 取得 や 基礎 研究 の 高度 化 等 
を 目的 と し た 基礎 研究 へ の 資源 投入 が 全 投 入 経 営 次 
源 の ほとん ど を 占め て いる が 、 製 品 開 発 段階 に な る 
と 、 代 わっ て 試作 品 開発 や 製品 の 高度 化 等 を 目的 と 
し た 製品 高度 化 へ の 資源 投入 が 増加 する 、 ま た 事業 
化 段階 で は 、 市 場 形成 、 マ ー ケ ティ ング 等 を 目的 と 
し た 事業 化 へ の 資源 投入 が 増加 する と 考え る こと が 


出来 る 。 
図 1 事業 化 に 至る 段階 と 主要 経営 課題 の 変遷 
天理 研究 へ の 製品 開発 へ の 事業 化 へ の 
経営 資源 投入 経営 資源 投入 経営 資源 投入 
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・ 特 許 取得 ・ 試 作品 開発 ・ 市 場 形 成 
・ 基礎 研究 高度 化 等 ・ 製 品 の 高度 化 等 ・ マ ー ケ ティ ング 等 


先端 科学 技術 の 事業 化 に お ける デス バレ ー 現 象 と 
その 要因 に つい て は 、 基 礎 研究 、 製 品 開発 、 事 業 化 
の 三 つ の 段階 に お いて それ ぞ れ 数 多く 論じ られ て い 
る ?) 。 本 事例 研究 で は 、 製 品 開発 段階 に 絞っ て 論 を 
進め る 3) 。 本 事例 研究 が 、 製 品 開発 段階 に 着目 する 
背景 に は は ナノ テク 固有 の 要因 が ある 。 経済 団体 連合 
会 の 調査 に よる と 、 日 本 国内 の ナノ テク 関連 市 場 は 
2010 年 に は 27 兆 3000 億 円 に 成長 する と 予想 され 
て いる 一 方 、2005 年 時 点 で は 2 兆 4000 億 円 に 留 
る と 試算 され て いる 。 ナ ノ テ ク は 、 バ イオ テク ノロ 


ジー や IT と 比べ て 市 場 が 十分 に 拡大 し て いる と は 
言え ない 。 す な わ ち ナノ テク 事業 化 に 現在 取り 組ん 
で いる 企業 に お いて は 、 事 業 化 段階 以前 、 特 に 事業 
化 に 向け た 製品 開発 段階 を 主要 な 課題 と し て いる と 
想定 され 、 研 究 の 優先 順位 も 高い と 考え られ る ? 。 

George Day and Paul Sdhoemaker(2000) は 、 先 
端 科学 技術 事業 化 に お ける 製品 開発 段階 の 成功 条件 
と し て 「 経営 トッ プ 層 の 継続 的 な サポ ー ト 、 既 存 事 
業 か ら の ニュ ー ベ ンチ ャ ー の 分 離 、 組 織 や 戦略 の 柔 
軟 性 、 リ スク テイ ク や 経験 か ら 学ぶ 前 向き な 姿勢 が 
求め られ る 。 (p.52)」 と 指摘 し た 上 で 、 この 段階 に お 
ける デス バレ ー 要 因 と し て 、 事 業 へ の 参入 の 遅れ 、 
慣れ へ の 固執 、 ト ッ プ の 十分 な コミ ッ ト メ ント へ の 
忠 踏 、 持 続 性 の 欠如 等 を < 挙げ て いる 。 

井上 、 二 瓶 、 石 川 、 船 曳 ( 2003) は 、 我 が 国 製造 
業 の 製品 開発 段階 に は 、 深 刻 な デス バレ ー 現 象 が 存 
在 す る と 論じ て いる 。 井 上 ほか (2003) が 、2003 年 1 
月 に 、 我 が 国 の 上 場 お よび 店 頭 公 開 の 製造 業 3626 
社 ( 491 社 か ら 回 答 ) を 対象 と し て 行っ た 質問 票 調 
査 に よる と 、 製 品 化 され て いな い 技 術 が 存在 する と 
回 答 し た 企業 が 8 割 に の ぼり 、 こ の うち 約 半 数 が そ 
れ を 深刻 な 課題 と 評価 し だ 井上 ほか (2003)、 p.12) 。 
また 、 こ の デス バレ ー 現 象 の 要因 と し て 、 井 上 ほか 
(2003) は 「 ビジ ョ ン の 描出 や 需要 コン セプト 化 の 問 
題 」「 人 材 面 の 問題 」「 部 門間 、 組 織 間 の 連携 の 問 
題 」 等 が 認識 され て いる と 指摘 し て いる ( 表 1 ) 。 
以下 で は 、 ナ ノ テ ク 事 業 化 に お ける 製品 開発 段階 の 
デス バレ ー 現 象 と その 要因 に つい て 論じ る 。 

表 1 技術 が 製品 化 さ れ な い 事 へ の 評価 


ビジ ョ ン の 描出 や 需要 (市場 ) の コン セプト 化 の 問題 65.096 
人 材 面 の 問題 46.0%4 
内 部 部 門間 や 組織 間 連 携 の 問題 37.096 
企業 文化 の 問題 30.0% 
資金 面 の 問題 22 0 
動機 づけ の 問題 10.0% 
外部 と の 連携 の 問題 9.0% 
その 他 6.0% 


出所 : 井上 ほか ( 2006) 複数 回 答 


3 ナノ テク 事業 化 ヒ デス パレ ー 現 象 


ナノ テク の 製品 開発 段階 に 関す る 先行 研究 と し て 
は 、Budher, Birkenmeer, Brodbeck, Escher(2003) 
を 挙げ る 事 が 出来 る 。 Bucher, Birkenmaer, 
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Brodbeck, Esdher(2003) は 、 製 品 等 に 新た に ナノ テ 
ク を 導入 し た スイ ス の 20 企業 に 対す る イン タビ ュ 
ー 調 査 を も と に 、 ナ ノ テ ク の 製品 開発 が 成功 する た 
め に は 、 技 術 評価 と 技術 の 導入 が 繰り 返し 行わ れる 
事 、 ト ッ プ マネ ー ジ メン ト の 参画 、 さ ら に 、 学 際 的 
な スタ ッ フ に よる プロ ジェ クト と し て 実施 され る 事 
が 求め られ る (p.162) と 論じ 、 こ れ ら の 欠如 が デス バ 
レー 要因 と な り 得 る 事 を 示唆 し て いる 。 

本 事例 研究 で は 、 ナ ノ テ ク 事 業 化 の 製品 開発 段階 
に お ける デス バレ ー 現 象 の 有無 と その 要因 に 関す る 
質問 表 調査 を 実施 し た 5) 。( 財 ) 大 阪 科学 技術 セン タ 
ー・ 関西 ナノ テク ノロ ジー 推進 会 議 の 参加 企業 を 中 
心 に 、 関 西 に 主要 な 事業 所 、 研 究 所 を 有 し 、 ナ ノ テ 
ク 事 業 化 に 取組 む 企 業 の 経営 企画 担当 者 、 研 究 開発 
担当 者 を 対象 と し た 。 質問 は 、 井 上 ほか (2003) が 実 
施し た 製造 業 3626 禄 491 社 か ら 回 答 ) を 対象 と し 
た 質問 表 調 査 と 全く 同様 の 質問 を 一 部 で 行っ た 。 本 
調査 に お ける 上 場 企 業 は 、 上 場 企業 を 対象 と し て 調 
査 を 実施 し た 井上 ほか ( 2003) の 調査 結果 と 比較 が 
可能 で ある 。 本 事例 研究 に 何ら か の 貢献 が ある と す 
れ ば 、 我 が 国 の ナノ テク と 製造 業 全般 と の 製品 開発 
段階 に お ける デス バレ ー 現 象 と その 要因 を 比較 調査 
し 、 ナ ノ テ ク の 製品 開発 段階 に お ける 主要 な デス バ 
レー 要因 を 明らか に し よう と し た 点 に ある 。 


3 ] ナノ テク 製品 衣 発 骨 の デス パ バレー 現 象 と その 要因 

「 研究 成果 が どの 程度 新た な 製品 に つなが っ て い 
る か 」 と の 質問 に 対し て は 「 必ず し も つなが っ て い 
な い 」 は 50.0%%、「 ほとん ど つ な が っ て いな い 」 は 
12.596、「 全く つなが っ て いな い 」 は 5.7% と 、 製 品 
化 に 課題 を 抱え て いる と 答え た 企業 が 全体 の 70% 
近く を 占め た ( 表 2) 。 ナ ノ テ ク の 製品 開発 段階 に 
お いて は 、 製 造 業 全般 同様 に デス バレ ー 現 象 が 見 ら 
れる 。 

表 2 研究 開発 の 製品 化 の 状況 


ナノ テク ノロ ジー 製造 業 
上 場 | 非 上 場 | 全般 
確実 に 新た な 製品 21.6% 204% 23.5% 220%6 


必ず し も つなが っ て いな い | 50.0% 53.79 44.1% 500% 


ほとん ど つ な が っ て いな い | 12.5% 148% 88%| 23.0% 


全く つなが っ て いな い 5.7% 3.7% 8.8%| 4.0% 
その 他 9.1% 7.4% 11.8% 1.0% 
無 回 答 1.1 人 9 0.0% 30% 00% 


上 記 設 問 に お いて 「 必ず し も つなが っ て いな い 」 
「 ほとん ど つ な が っ て いな い 」「 全く つなが っ て い 
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な い 」 と 答え た 企業 を 対象 と し て 、 そ の デス バレ ー 
要因 に つい て 質問 し た と ころ 「 ビジ ョ ン の 描出 や 需 
要 ( 市 場 ) の コン セプト 化 の 問題 」「 資金 面 の 問題 」 
「 外部 と の 連携 の 問題 」 が 上 位 を 占め た ( 表 3)。 注目 
すべ き は 「 資金 面 の 問題 」「 外部 と の 連携 の 問題 」 
の 項目 に つい て 、 非 常に 高い 割合 で デス バレ ー 要 因 
と 認識 され て いる 点 で ある 。「 資金 面 の 問題 」 で は 、 
井上 ほか (2003) の 製造 業 全般 の 割合 の ほぼ 2 倍 、 ま 
た 「 外部 と の 連携 の 問題 」 に つい て は 、3 倍 の 割合 
と な っ て いる 。 大 手 企業 だ け に 限っ て みて も 「 資金 
面 の 問題 」 と 「 外部 と の 連携 の 問題 」 は 、 井 上 ほか 
(2003) の 結果 と 比べ て 、 そ れ ぞ れ 2 倍 程 度 の 高い 割 
合 を 示し て いる 。 

表 3 技術 が 製品 に つなが ら な い 要 因 
ナノ テク ノロ ジー 製造 業 
上 場 | 非 上 場 | 全 般 


ビジ ョ ン の 描出 や 需要 (市 
場 ) の コン セプト 化 の 問題 


58.3% 66.7% 42.9% 65.0% 


資金 面 の 問題 41.7% 46.2% 33.3% 2 の 0 
人 材 面 の 問題 35.0% 25.6% 524% 46.0% 
外部 と の 連携 の 問題 28.3% 15.4% 524% 9.0% 
企業 文化 の 問題 23.3% 25.6% 19.0% 300% 
内 部 部 門間 や 組織 間 連 

16.7 20.5% 9.5% 37.04 
携 の 問題 
動機 づけ の 問題 10.0% 77 14.3% 100% 
その 他 6.7% 10.3% 0.0% 60% 

複数 回 答 


以下 で は 、 井 上 ほか (2003) の 調査 と 比較 し て 高い 

割合 の デス バレ ー 要 因 な っ た 「 資金 面 の 問題 」「 外 
部 と の 連携 の 問題 」 さらに 本 質問 表 調査 及び 井上 ほ 
か (2003) 共 に 最大 の デス バレ ー 要 因 と 指摘 され た 
「 ビ ジョン の 描出 や 需要 ( 市 場 ) の コン セプト 化 の 
問題 」、 に つい て さら に 論じ る 。 


32 資金 の 問題 - 公 的 資金 の 活用 を 重視 - 

「 事業 の 総 投資 額 に 研究 開発 費 の 占め る 割合 は 、 
他 の 事業 と 比較 し て 高い か どう か 」 と の 質問 に 対し 
て 、「 他 の 事業 と 比較 し て 非常 に 高い 」「 や や 高い 」 
と 答え た 企業 は あわ せ て 40%%6 と 「 や や 低い 」「 非常 
に 低い 」 と 答え た 企業 の 合計 割合 を 10%% 上 回 っ た 。 
ナノ テク の 事業 化 は 、 他 の 事業 より も 事業 の 総 投資 
額 に 占め る 研究 開発 費 が 高い 傾向 が 見 られ る 。 

また 、 ナ ノ テ ク の 研究 開発 資金 の 調達 方 法 に つい 
て ば 政府 、 自治 体 か ら の 研究 開発 補助 金 」 が 62.5% 
と 最も 多く 「 ナノ テク 事業 以外 か ら の 持ち 出し 


( 56.8% ) 」「 ナノ テク 事業 自体 の 売り 上 げ 

( 31.8%) 」「 提携 企業 か ら の 研究 費 ( 12.5%) 」 

「 特許 売却 ・ ラ イセ ンス 収入 ( 12.5%) 」 と 続い て 

いる ( 複数 回 答 ) 。 ナノテク 事業 自体 で 研究 開発 や 

事業 化 資 金 を まかなえる 状況 に な い 事 が 須 え る 。 ま 

た 、 政 府 、 自 治 体 か ら の 研究 開発 補助 金 へ の 期待 の 

高 さも 特徴 と 言え 、 こ の 背景 に は ナノ テク 製品 化 に 

お いて は 高価 な 設備 が 必要 と され て いる 事 が あろ う 。 


33 外部 と の 再 電 大 学 : 研究 半 半 異 業種 企業 を 重視 

外部 と の 連携 の 問題 に 関し て は 「 異 業種 企業 と の 
連携 」「 大 学 ・ 研究 機関 この 連携 」 に つい て 論じ る 。 
( 1 異 業種 企業 と の 連携 

異 業 種 企 業 と の 関係 を 「 作り 上 げ て いる 」「 作り 
上 げ つ つ あ る 」 が 過半 数 を 占め た ( 表 4)。 また 、 連 携 
の 必要 性 に つい て は 「 か な り 必要 で ある 」「 まあ 必 
要 で ある 」 を あわ せる と 80% 近 く に 達する ( 表 5)。 
ナノ テク 事業 化 に 取組 む 企 業 は 、 井 上 ほか (2003) に 
よる 製造 業 全般 調査 と 比較 し て 異 業種 企業 と の 連携 
に 熱心 で あり 、 必 要 性 が 高い と 認識 し て いる 。 

表 4 異 業種 企業 と の 連携 の 状況 


ナノ テク ノロ ジー 製造 業 
上 場 | 非 上 場 | 全般 
作り 上 げ て いる 80%4 5.6% 11.8% 50% 
作り 上 げ つ つ あ る 47.7%4 55.6% 35.3% 31.0% 
あま り 作 ろう と し て いな い | 34.1% 33.3% 35.3% 249.0% 
作る つも り は な い 5.7% 3.7% 88% 80% 
無 回 答 45% 1.8% 88% 7.0% 


表 5 異 業種 企業 と の 連携 の 必要 性 


ナノ テク ノロ ジー 製造 業 
上 場 | 非 上 場 | 全般 
か な り 必 要 だ と 思う 39.8%4 38.99 41.2% 29.0% 


まあ 必要 だ と 思う 39.8% 48.1% 26.5% 400% 
あま り 必 要 で は な いと 思う | 10.299 7.4% 14.79 19.0% 
必要 で は な いと 思う 45% 19 88 5.0% 
無 回 答 579 3 7 88% 7.0% 


(2 大 学 ・ 研究 機関 と の 連携 

大 学 - 研究 機関 この 関係 を 「 作り 上 げ て いる 」「 作 
り 上 げ つ つ あ る 」 が 80% を 超え た ( 表 6)。 ま た 連携 
の 必要 性 に つい て も 「 か な り 必要 で ある 」「 まあ 必 
要 で ある 」 を あわ せ て 80% を 超え て いる ( 表 7)。 こ 
れ を 井上 ほか (2003) と 比較 する と ナノ テク 事業 化 に 
取組 む 企 業 は 、 大 学 ・ 研究 機関 この 連携 に 非常 に 熱 
心 で あり 必要 性 が 高い と 認識 し て いる 事 が わか る 。 


表 6 大 学 ・ 研 究 機関 と の 連携 の 状況 
ナノ テク ノロ ジー 製造 業 
上 場 | 非 上 場 | 全般 


作り 上 げ て いる 2964 222 41.2 17.0% 
作り 上 げ つ つ あ る 53.4% 64829 353% 45.0% 
あま り 作ろ うと し て いな い | 10299 93 11.8% 2909 
作る つも り は な い 1.1% 009% 29% 4.0 
無 回 答 5.7% 3 7 8.8% 5.0%@ 


表 7 大 学 ・ 研究 機関 この 連携 の 必要 性 


ナノ テク ノロ ジー 製造 業 
上 場 | 非 上 場 | 全般 
か な り 必 要 だ と 思う 58.0%|55.6%6 |61.8% |37.0% 
まあ 必要 だ と 思う 29.5%|35.2% |20.6% |46.0% 


あま り 必 要 で は な いと 思う 14.5% |3.7%6 |5.9% 11.0% 


必要 で は な いと 思う 23% |0.0% |5.9% 20% 


無 回 答 5.7% |5.5% |5.8% 4.0% 


34 ビジ ョ ン の 描出 需 長 の ロン セト 化 - 寺村 緑 詩 重 喝 - 
ビジ ョ ン の 描出 ・ 需 要 の コン セプト 化 の 問題 は 、 
本 質問 表 調査 及び 井上 ほか (2003) 共 に 最も 多数 の 企 
業 に デス バレ ー 要 因 と 認識 され て いる 。 ビ ジョ ン の 
描出 に 関す る も の と し て 「 ト ッ プ ダウ ン 型 の 技術 経 
営 」、 需 要 の コン セプト 化 に 関す る も の と し て 「 需 
要 ( 市 場 ニ ー ズ ) 表 現 」「 技術 ロー ド マッ プ の 策定 の 有 

無 と 見 直し 頻度 」 に つい て 論じ る 。 
(1 トッ プ ダ ウン 型 技術 経営 と 必要 性 

「 ト ッ プ ダウ ン 型 の 技術 経営 は どこ まで 実施 され 
て いる か 」 と の 質問 に 対し て 「 ほとん ど 実 施さ れ て 
いな い 」 が 23.9%「 大 き な 方 向 性 の み 」 が 58%「 全 
て に わた っ て トッ プ ダ ウン で 実施 」 が 14.8% と な っ 
た ( 表 8) 。 一 方 で 「 トップ ダウ ン は 革新 的 製品 開 
発 の た め に 必要 か 」 と の 質問 に つい て は 「 か な り 必 
要 」 と 「 まあ 必要 」 を あわ せる と 80% 以 上 が 必要 性 
を 認識 し て いる ( 表 9) が 、 井 上 ほか (2003) の 製造 
業 全般 調査 より 若干 に 低い 結果 と な っ て いる 。 

表 8 ト ッ プ ダウ ン 型 技術 経営 の 有無 


ナノ テク ノロ ジー 製造 業 

上 場 | 非 上 場 全般 
全て に わた っ て 実施 14.8 1.999 35.3% 90% 
大 き な 方 向 性 の み 58.0% 66.7% 44.199 7206 


ほとん ど 実 施さ れ て いな い 23.996| 27.8% 17.626 19.0% 
無 回 答 3.3% 3.6% 3.0% 00% 
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表 9 ト ッ プ ダウ ン 型 技術 経営 の 必要 性 


ナノ テク ノロ ジー 製造 業 

上 場 | 非 上 場 | 全般 
か な り 必 要 46.6% 42.6% 52994 440% 
まあ 必要 36.4% 42.6% 26.5% 46.0%4 
あま り 必 要 で な い 12599 9.399 17.6% 80% 
必要 で な い 1.19 1.99 00% 1.0% 
無 回 答 34% 3.6%% 3099 1.09 


(2) 需要 ( 市 場 ニ ー ズ ) 表現 

「 需要 ( 市 場 ニ ー ズ ) を 、 社 内 向け に 文章 や チャ 
ー ト で 明確 か つ 具 体 的 に 表現 し て いる か 」 と の 質問 
に 対し て 「 あま り 表 現 で き て いな い 」「 まっ た く 表 
現 で き て いな い 」 と 答え た 企業 は 40% 近 く に 達し た 
( 表 10) 。 そ の 一 方 、 需 要 ( 市 場 ニ ー ズ ) 表現 の 必 
要 性 に つい て は 「 か な り 必 要 」「 まあ 必要 」 を あわ 
せ て 909% 以 上 を 占め た ( 表 11) 。 理 要 表 現 の 必要 
性 に つい て は 、 井 上 ほか (2003) の 製造 業 全般 調査 よ 
り 、 高 め の 結果 と な っ て いる 。 

表 10. 需 要 表 現 の 状況 


ナノ テク ノロ ジー 製造 業 


上 場 非 上 場 | 全般 


すべ て 表現 で き て いる 00% 00% 00%| 1.0% 
だ いた い 表 現 で き て いる 182%4 185% 17.6% 100% 
表現 で き て いる 場合 と 


409%】 463%| 324% 190% 
で き て いな い 場 合 が 半々 


あま り 表 現 で き て いな い 27.3% 29.6% 23.5 47.0%| 
まっ た く 表 現 で き て いな い 125% 5.6% 23.5 2 の 0%| 
無 回 答 .196 0.0% 3.0% 1.0% 


表 11. 需要 表現 の 必要 性 


ナノ テク ノロ ジー 製造 業 

上 場 | 非 上 場 | 全般 
か な り 必 要 53.4% 53.7%6| 529%6| 45.0% 
まあ 必要 38.6% 38.9% 38.2% 45.0% 
あま り 必 要 で は な い 45% 3.7% 5.9% 80% 
必要 で は な い 1.2%| 1.9%| 00%| 1.0% 
無 回 答 23% 1.8%| 3.0% 1.0% 


3) 技術 ロー ド マッ プ の 策定 の 有無 と 見 直し 頻度 

「 指針 と する 独自 の 技術 ロー ド マッ プ を 策定 し て 
いる か 」 と の 質問 に 対し て 40% 近 く が 策定 し て いる 
と 答え た ( 表 12) 。 ま た 見 直し の 頻度 は 「 1 年 に 1 
回 」 が 42.9%% で 最も 多く 「 半年 に 1 回 」 が 31.49% と 
な っ て いる ( 表 14) 。 技術 ロー ド マッ プ の 策定 に 関 
し て は 、 井 上 ほか (2003) の 製造 業 全 般 調 査 よ り 低い 
結果 と な っ て いる 。 
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質問 表 調査 か ら は 、「 技術 ロー ド マッ プ の 策定 」 
や 「 トップ ダウ ン 型 技術 経営 」 の 必要 性 に 対す る 認 
識 が 、 井 上 ほか ( 2003) の 製造 業 全般 調査 より も 低い 
中 で 「 需要 ( 市 場 ニ ー ズ ) 表現 」 の 必要 性 に 対す る 
認識 が 高かっ た 。 ナ ノ テ ク 事 業 化 に 取り 組む 企業 に 
お いて は 、 市 場 ニ ー ズ を 研究 開発 段階 まで 落と し 込 
む 事 を 重視 し て いる 一 方 、 技 術 ロ ー ド マッ プ の 策定 、 
トッ プ の 強力 な コミ ッ ト メン ト 等 さら に 踏み 込ん だ 
「 ビ ジョ ン の 描出 、 需 要 の コン セプト 化 」 に 関し て 
は 、 井 上 ほか ( 2003) の 製造 業 全般 調査 の レベ ル に な 
い 状 況 が 娠 える 。 
表 12 技術 ロー ド マッ プ 策 定 の 有無 


ナノ テク ノロ ジ 製造 業 

上 場 | 非 上 場 | 全般 
策定 し て いる 39.8% 50.0%| 23.5%| 45.0% 
策定 し て いな い 59.1%| 500%| 73.5% 54.0% 
無 回 答 1.1%| 0O%| 30% 1.0% 


表 13. 技術 ロー ド マッ プ の 見 直し の 頻度 


ナノ テク ノロ ジー 製造 業 

上 場 | 非 上 場 | 全般 
四半 期 未 満 に 1 回 86% 3.7% 250% 3.0% 
四半 期 に 1 回 29% 0.0% 125% 7.0% 
半年 に 1 回 31.4% 33.3%| 25.094 29.094 
1 年 に 1 回 42 924 44.4%| 37.54 49.09 
2 年 に 1 回 57% 74% 00% 20% 


2 年 より 長い スパ ン で 見 直し | 5.79 7.4% 00% 90% 


見 直し は 行っ て いな い 28% 3.8% 00 00% 
無 回 答 


0. 0 0.0% 0.0% 10 


4 ナノ テク 事業 の 方 可 本 求め られ る 公 対 度 援 和 


本 事例 研究 は 、 ナ ノ テ ク の 製品 開発 段階 に お いて 
(1) 資 金 面 、(2) 外 部 と の 連携 、 (33) ビ ジョ ン の 描出 ・ 需 
要 の コン セプト 化 が 主要 な デス バレ ー 要 因 と し て 認 
識 さ れ て いる 、 ま た デス バレ ー 克服 に 向け て (1) 資 金 
で は 公 的 資金 の 活用 を 重視 し て いる 、(2) 外 部 と の 連 
携 で は 大 学 ・ 研究 機関 、 異 業種 企業 と の 連携 を 重視 
し て いる 、(3) ビジ ョ ン の 描出 ・ 需 要 の コン セプト 
化 で は 需要 ( 市 場 ニ ー ズ ) 表現 を 重視 し て いる こと 
を 明らか に し た 。 

ナノ テク は 、 我 が 国産 業界 に お いて 事業 化 に 向け 
た 取り 組み が さら に 進展 する 事 が 期待 され る 。 そ れ 
だ け に 、 基 礎 研 究 段 階 、 製 品 開発 段階 、 事 業 化 段階 
の 各 段 階 に お いて 、 ナ ノ テ ク 産 業 に 特有 の デス バレ 


ー 現 象 及 び デ スバ レー 要因 の 解明 が 求め られ る 。 ナ 
ノ テ ク と IT や バイ オ テ ク ノロ ジー 等 他 先端 科学 技 
術 間 の 比較 研究 も 欠か せな い 。 今後 の 研究 課題 と し 
た い 。 

以下 で は 、 井 上 ほか (2003) の 製造 業 全般 調査 と の 
比較 に お いて 高い 割合 で デス バレ ー 要 因 と 認識 され 
る 等 ナノ テク の 製品 化 段階 に お いて 特徴 的 と 考え ら 
れる 「 資金 面 の 問題 」 と 「 外部 の 連携 の 問題 」 に つ 
いて 、 ナ ノ テ ク に 取り 組む 企業 へ の イン タビ ュー 調 
査 を も と に 、 ナ ノ テ ク 事 業 化 の 方 向 性 と 求め られ る 
公 的 支援 に つい て 論じ 、 結 びと し た い 。 


41「 資金 面 の 問題 」 で 求め られ る 公 的 支援 

( 1 科学 技術 関連 公 的 資金 の 柔軟 性 向上 

資金 面 の 問題 は 、 米 国 で は 先端 科学 技術 事業 化 の 
最 重 要 課題 と 認識 され て いる 。 こ の た め 1980 年 代 
以降 、 製 品 開発 段階 の 資金 ギャ ッ プ 解消 を 目的 に 、 
ATP や SBIR 等 の 中 小 企業 を 対象 と し た 研究 開発 支 
援 制 度 が 導入 され た 。 し か し 「 公 的 資金 が 提供 され 
た 企業 に 対し 、 当 該 事 業 以外 の 有望 事業 へ の 資金 転 
用 を 認め る べき で ある (Lerner(2000),p.91) 」 と の 指 
摘 が ある よう に 、 時 間 の 経過 と 共に 刻々 と 変化 する 
ビジ ネス 環境 に 柔軟 に 対応 し な けれ ば な ら な い 企 業 
に と っ て 、 現 状 の 公 的 資金 は 柔軟 性 が 欠け て いる と 
の 課題 が 論じ られ て いる 。 こ うし た 公 的 資金 の 柔軟 
性 の 欠如 に 関し て は 、 イ ンタ ビュ ー 調 査 の 結果 、 我 
が 国 に お いて も 同様 の 状況 が 散見 され た 。 公 的 資金 
の 柔軟 性 の 向上 は 、 ナ ノ テ ク 事業 化 に お いて 改善 さ 
れる べき 主要 な 課題 の りつ で あろ う 。 

(3 ナノ テク ベン チャ ー を 資金 面 で 支援 する パー トナ ーー 育成 
我が国 の ナノ テク ベン チャ ー に 対す る イン タビ ュ 
ー に お いて 、 ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ ル や 商社 等 ベン チ 
ャ ー を ビジ ネス と し て 資金 面 で 支援 する パー ト ナー 
の 充実 を 求め る 意見 が 複数 あっ た 。 あ る ナノ テク ベ 
ンチ ャ ー の 経営 者 は 「 真 に 革新 的 な ナノ 技術 の 製品 
開発 は 10 億 以上 の 資金 が 必要 だ が 、 日 本 の ベン チャ 
ー キ ャ ピタ ル は 近視 眼 的 で 、10 億 円 規模 の 資金 は 出 
せな い 」 と 指摘 し て いる 。 イ ンタ ビュ ー で は こ の 他 、 
商社 に ビジ ネス と し て 高額 な ナノ テク 関連 装置 の リ 
ー ス 事業 へ の 参入 を 期待 する 意見 が 数 多く あっ た 。 
政府 、 自 治 体 等 公 的 セク ター に お いて は 、 ベ ンチ ャ 
ー キ ャ ピタ ル や 商社 等 ビジ ネス と し て 資金 面 で ナノ 
テク ベン チャ ー を 支援 する パー ト ナー の 充実 に 向け 
た 公 的 施策 も 必要 で あろ うめ ) 。 


42「 外部 と の 連携 の 問題 」 で 求め られ る 公 的 支援 
- 異 分 野 、 異 業種 の 研究 開発 、 事 業 化 連携 促進 - 
外部 と の 連携 の 問題 に つい て は 、 ナ ノ テ クベ ンチ 
ャ ー に 対す る イン タビ ュー 調査 に お いて 「 ナノ テク 
の 製品 開発 に は 、 従 来 の 協力 企業 以外 へ の 試作 品 の 
提供 機会 を 通じ た 新た な キラ ー ア プリ ケー ショ ン の 
発掘 が 重要 で ある 」 と の 指摘 が あっ た 。 Budhe & al. 
(2003) 等 の 先行 研究 で も 散見 され る よう に 、 ナ ノ 
テク の 製品 開発 に は 、 学 際 的 、 分 野 横断 的 な 取組 み 
が 求め ら れる 。 従来 の 学問 、 企 業 グ ルー プ 、 業 界 を 
越え た 異 分 野 、 異 業種 と の 連携 が 、 革 新 的 な 製品 開 
発 に は 欠か せな い 。 公 的 セク ター に お いて は 、 異 な 
る 業界 の 企業 が 参加 する 研究 開発 プロ ジェ クト を 奨 
励 優遇 する 、 公 的 な 研究 施設 の 整備 に あたっ て は 異 
分 野 、 異 業種 融合 に 資す る も の を 優先 する 等 の 施策 
が 求め られ る で あろ う 。 
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【 注釈 】 

1) OECD( 2003) は 、 ナ ノ テ ク に つい て 「 針 の 先 に 取り 付け ら 
れる コン ピュ ー タ ー、 あ る い は 原子 と 原子 に よる ボ ト ム ア ッ プ で 構 
築 さ れ た 構造 等 新た な 製品 及び プロ セス を 生み 出す た め に 、 個 々 の 
原子 お よび 分 子 を 操作 する 事 を 目的 と し た 一 連 の 新 技術 
( OECD(2003),p44) 」 と 広義 に 定義 し て お り 、 本 事例 研究 は 、 こ 
の OECD の 広義 の 定義 に 従う も の と する 。 ナノテク の 可能 性 を 指 
摘 し た 代表 的 科学 者 と し て 、 フ ァ イ ン マン ( Ridhard P. Feynman) 
と ドレ クス ラー( Eric K. Drexler) の 二 人 を 挙げ る 事 が 出来 る 。 
ナノ テク の 父 と も 呼ば れる ファ イン マン ( Ridhard P. Feynman) 
は 、1959 年 の 米国 物理 学会 に お ける "Theres Plenty of Room at 
the Bottom' と 題する 講演 の 中 で 、 大 百科 事典 を 針 の 先 に 書き 込む 
事 、 化 学 物質 を 物理 的 に 操作 する 事 に よっ て 合成 する 方 法 等 ナノ テ 
ク の 可能 性 を 指摘 し た 。 ま た 、 ド レク スラ ー( Eric K. Drexler) 
は 、 著書 Engines of Creation" に お いて 、 原子 や 分 子 を 制御 し て 精 
密 に 操る 事 で ナノ 回 路 や ナノ 機械 を 作り 上げる 可能 性 を 提唱 し た 。 
2) 基礎 研究 段階 に 関す る 先行 研究 で ある 玉田 、 児 玉 、 玄 場 (2003) 
は 、 バ イオ テク ノロ ジー、 ナ ノ テ ク 、 情 報 通信 、 環 境 技術 の 四 分 野 
に つい て 日 本 の 特許 に 関す る 調査 を 行い 、 サ イエ ンス リン ケー ジ は 
「 バイ オ テ ク ノロ ジー が 突出 し て 多く 、 ナ ノ テ クノ ロジ ー が それ に 
続き 、IT と 環境 技術 は 少な い ( p.32) 」 と 指摘 し 、 バ イオ テク ノ 
ロジ ー や ナノ テク で は 、 基 礎 研 究 を 技術 に 転換 する 能力 の 欠如 が 、 
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デス バレ ー 要 因 と な り 得 る 事 を 示唆 し て いる 。 また 、 事業 化 段 階 に 
関す る 先行 研究 で ある Moore1991) は 、 先端 科学 技術 を ベー ス と 
し た 製品 を 市 場 に 浸透 させ る に あたっ て 、 Moore(1991) が キャ ズム 
と 呼ぶ デス バレ ー 現 象 が 存在 する と 指摘 し 、 製 品 中 心 の 価値 観 が 、 
事業 化 段階 に お ける 主要 な デス バレ ー 要 因 で ある (pp.134-135) と 
論じ て いる 。 

3) George Day and Paul Shoemaker(2000) は 、 先 端 科学 技術 の 
事業 化 に 至る 段階 の 内 、 特に 製品 開発 段階 に つい て 論じ て いる 。 そ 
の 理由 と し て 、 製品 開発 段階 は 「 経営 に お ける に 最も 大 き な 課 題 を 
提供 する (p.vi)」 と 述べ 、 製 品 開発 段階 研究 の 重要 性 を 論じ て いる 。 
4) ナ ノ テ ク 事 業 化 の 基礎 研究 段階 に 関す る 先行 研究 で ある 三菱 総 
合 研究 所 (2002) は 、 ナ ノ テ ク 事 業 化 の 有力 分 野 で ある カー ボン ナノ 
チュ ー ブ や 走査 線 プ ロー ブ 顕 微 鏡 等 の 16 分 野 の 日 米 調査 を 行っ た 
上 で 、 我 が 国 の ナノ テク に 取り 組む 企業 は 「 基礎 的 な 知見 また は 、 
技術 シー ズ を 基幹 技術 まで く み 上 げ る と ころ が 弱い と 見 る 事 が 出 
来る (p.80)」 と 指摘 し 、 ナ ノ テ ク 事 業 化 の 基礎 研究 段階 に お いて デ 
スバ レー 現象 が 散見 され る と 論じ て いる 。 

5) 質問 表 は 、 平 成 15 年 12 月 上 旬 に 発送 し 、1 月 上 旬 ま で に 回 収 
し た 。329 通 を 発送 し 、132 の 有効 回 答 を 得 た 。 こ の 内 、 事業 化 に 
取り 組ん で いる と 答え た 数 は 88 で あっ た 。 企業 規模 別 数 を 見 る と 、 
上 場 企業 54、 非 上 場 企 業 34 で ある 。 上 場 企業 と 非 上 場 企業 の 区 分 
は 、 店 頭 、 新興 市 場 を 含む 上 場 企業 を 上 場 企 業 、 それ 以外 を 非 上 場 
企業 と し た 。 

6) 先端 科学 技術 を ベー ス と し た ベン チャ ー 企 業 創出 に お ける ベン 
チャ ー キ ャ ピタ ル 等 の ビジ ネス と し て ベン チャ ー 企 業 を 支援 する 
パー ト ナー、 支 援 環境 充実 の 必要 性 に つい て は 、 桐 畑 (2003) を 参照 。 


x 
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